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神戸の既成市街地の「漸移地帯」

-阪神大震災との関連において-

I はじめに一一目的及び方法

1995年 1) j 17日の阪神大震災は神戸市の中

心市街地に壊滅的な被古を与えた。本年1)J， 

神戸市は独日の大震災の記録 1)をまとめ「建

築物の50%以上倒壊街|ズは六甲山鐙から南，

rjl央じくの一部を除いて，神戸既成市街地全域

lこ広がっている」と桜台している O

人IJ約150)j人の[i，大都l¥iは複雑な諸機能

の総合体であるが，大長災は各機能地域相]I I， 

の述慌を破砕し，都rfj全域を混乱におとし入

れた。

t1jl) Iの市街地は， W:l7tiによる六円l山地と海
ì~~ との間に，ll?状に発注している。 It l心部には

都心機能の集積するCBDがあり， lll{l[IJと東・

|凡i の外縁日[~に住℃地J13が，海側にはr.業地，!日

がある。この:地，I13の間に|荷・ r・住の出イ1:
する「漸移地帯」があるO この地fiJ;を指す湯
介，そこに所作するIHl題によって， I都心部

周辺地借JIインナーシティーJ111if1地'rifJ 
などの誌が川いられるが，その地J13の概念に
ついても多少の混乱が見られるO この報告で

は， I坂神大長災との関連において神JIの既成

I/j街地の「漸移地信」に限定し，次のような

課題について検討するO

a) 最初jに従米の研究成果を追って， Lr;C

の 1つのH1ci行の概念、を整理する。

b) ノト[11Jの大地長の際， 建造物の被7fが

「既成市街地」の「漸移地，市」に集qlした

といわれている O ここに地災以前から災'占

に対してどんな脆弱性をもっ要ぷが潜イ1:し
ていたのかを確かめるために地域の①高

齢布巾身1ft恨の分布 ②経済活動の指標

としての事業所数の11;拘束 ③木造住吉の
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うち被害の多いとされた長屋住宅，低層共

同住宅の分布の状況を確かめるO ④十:地・

建物利用の純化しきらない「漸移地帯」が，

都心の束と西に帯状に発達した神戸で，そ

の両地帯の特性が全く同ーのものかどうか

を，長災との関連において確かめる O

H 神戸の災害と「漸移地帯」

神戸市の阪神大長災の報告書1)，こ，建築物

の全・平壊率(全焼は全壊に数えられている)

は全戸数の40%で，地区別では須磨区51.8%，

長旧区48.6%，東灘医42，8%であったと報告

されている O 全壊率の場合は東灘|天の29.9%

が最大とされているO 神戸市全域では第二次

¥lt界大戦以後の新しい郊外を除いた，殊に人

l Jの需集する既成市街地に災，It;が集中してい

るO

平山洋介(1995)2)は建築学の}工場ーから神

) 1の被災状況を調子王し，住宅被害は IdJ'街地

のインナーシティーに集中している」と地域

を確認し， I神戸市の市街地では，住宅ストッ

クの約4吉IJが全く全・平壊の状態にある」と

「地災被古の大規模性」を指摘した。更に，

災与は潜ヂt:していた「ネ:J会の|鴨居性Jを一層

顕著にしたと述べ， この地域の特徴を念頭に，

復興計I由iの枠組を試みた。
次に，建築r.学研究所(1995)の報缶 3)で

は， LJI子幹線から JR東海道本線沿線~国道

2号線'""'[J:!道43f-j線にいたる帯状の領域は木

浩建物の全・、|モ壊率(倒壊率)が50%を越え

ると与えられると指摘した。この報告では，

名鉄道の敷設時期!と集落の形成年次が災吉の

程度と何らかの関述がありそうだという問題



怠識を抱かせるものがある O

都市地理の側からの研究のうち，災害と都

市構造の関連性を捉ぶしたのは碓井，小長谷

(1995) 4)の論文である O 木造家屋の被古:の実

態を把握するための代将指標として，瓦礁に

よる道路交通損傷のれ)交をmい， G 1 Sによ
る分析を行なった。その結果道路交通の瓦礁

による損傷の分布が明確なクラスター構造を

なしていることをノドした。それらは①須磨・

明石地区，②都心北日1)の山子地区，③灘・点

灘の 3地域で， 1I1麓からWI海)宇の間に挟まれ

たところである。つのクラスターを結ぶ長

さは約20kmにわたり，村llJiの中心市街地を
ほぼおおっている O ②の地域を除く凡jの①

と東の③のクラスターは，総i吋(1983)日)が

1980年に同~Jiごした-*と IJLj の漸移地串外，:g; (第

皿川，大1F.I時代からB{1和11'J~J にかけて形成さ

れた(主主地市))と一致していると指摘した。

(a) I漸移地'~I}J I都心地IXJIi]辺自I~J と lìHfì

I山川Jの概念、
以 Lの〈つの搬(行iつ;で)共七i通l困HするιJ点l

のk拘倒被~皮l支ιι('乙刀IJι!ヰfれ科:度の占ι以}J;- も 111';j ~ )地域は11'心市街地をfT
む，既成市街地であることである O 殊に，行I~

心i'il)(一般住℃の棟数が少なしウを|徐き，そ

の|山Ijyさの都心川辺/11)とその外縁の 1つの鉄辺

のU'dに挟まれた「漸移地':1/Jに，建物被'lijが

~II' していることである O

漸移地帯は行1)心11'心部のCBDの外側にあ

り， E.W.パージェスの I，ij心 IJj f!H論では

Zone in Transition n (!:4~ II tili'市)6)をさす

川Jfiとして認識される o Jil) 1 \jソ J:..t~の過れで，

CI:3Dにおける ¥Ir.地競下により外側に押し11¥
された|部業や軒，~業が \I/J山する地域で CBD

のiU安に応じる|井j・，~・機能と住機能とが出

イ1:するところとされている O 地代や家賃は，

CBDより低いことや， CBDの職場に近は:

しているために，アメリカの大都市では多く

の移民人r1がそこに山間するO また，失業本

がlfJjく，犯罪が多いなどの川題のiMu:する

Blighted areaである O ノイージェンスの第H

地信は都心をとりまいていることから， fI本

では「都心部周辺地帯」という語も用いられ

た。

都心周辺地帝に関して，わが国の都市地問

学の分野で強い関心を喚び、起こしたのは1975

年のH本地理学会の[都市地域の都心部周辺

地帯」に関するシンポジウム 7)である O この

時期に，日本の都市ではパージェスの Zone

in Transitionの存在は木確認であったので，

都心から住宅地に漸移する地吊を新たに[都

心部周辺地帯」と呼ぶことにされた。このシ

ンポジウムで得られた「都心部周辺地借の概

念、として， I都IUの発反過程に応じてm{l:顕

著な都心的利用が起こっている地帝である O

ただし，構造ーを持った地，H?としていはイμ1:し
なし)Jとする一つの結論が得られた。
1976年にはこれを受けて都心周辺部の布引

象についてのシンポジウム 8)が行なわれたO

ここでは，1本の大}mJ!jに集中して論議がなさ

れた。!点目 9)は大|以rljの都心周辺地引におけ

る欧米と類似するBlightareaの存イf:をぶし
た。また沢川 10)は行1)心周辺部は住 I;lJLjの制

作をI~ミかした注業地，!;?として完結性をもっ地

;;;;であるとして，そこに積極的作庄怠義を比

11¥した。このシンポジウムでは， 十|本の行1)Ilj 

の都心地区周辺部は人1150)j以上の大都J!jの

IC B D周辺の出介地':I~;Jとして捉えること

が妥当とされた。

さて，神戸を分析したのは1975年の斉放光

棉11)の(神戸市の都心)/d辺地帯と人II移動J

である O この報化では~Ii{l:離村者の部djへの

流入とわがIJ~l独特の陀業の;垂構造A との|刻述

において都心)riij辺地Ji?をtJfえた。従業Ji-の{t

七;¥1IJ度に石|服すると，十11りiでは大企業の{V七

はよく完備された郊外やIIITに配l買され， l¥' 
小企業就業行は既成J!j街地の文化住宅やアパー

トに滞留する傾';IJがあるとして，産業構jtlの

特性が住宅制度に)又|決し，ひいては地，ii?の迷
いになっているとして，都心)11i]辺地川の特性

-9-



を説明した。

今回の地震で，破壊の大きかったのは文化

住宅(大部分は 1"-'2階低層共同住宅)や木

造長屋建などであったことが確かめられてい

るO これらが地震の時限にどこにどう存在し

ていたかが重要である。

1976年には，筆者 12)が「神戸市の都心の

移動と周辺部の諸現象」について報告した。

神戸では都市形成の過程で， CBDは元の暦

史核からこの時期までに約 3kmも束に移動

している O 貿易業務の集中した外国入居留地

域に向けて中心的諸機能が移る動きに影響さ

れたものである。そのため， ql心機能の後退
した西部周辺部(内帯)で都心機能の衰返現

象があらわれ，東部周辺部(内，市)では活発

な都心機能の侵入現象が観察された。

都市の両側に接した都心周辺部内帯と外帯

との境界はほぼ1920年頃までの市街地の範囲

とした。内帯に立地して都心機能を補完して

いた複数の零細工業相互の立地競争による二

次的淘汰 13)によって，その後史-に外帯にと

転移した。 内側でのゴム工業の伝地転移がそ

れである O それに対し東部外帯での住・ =L混

合は伝統的な酒蔵地帯を中心に lfI，くから認め

られたが， 1970年頃までは良好な環境を保持

し得た。しかし， 1960年代後半からの郊外の

公的な大規模開発により，その北側一帯の新

規の住宅地串と南の広大な開立工業地帯との

聞に介庇する既成市街地で都市機能の混合が

進み，住環境に大きい影響を与えるようになっ

た。

東の周辺部と阿の周辺部とでは地域形成の

時期やその「なかみ」にも違いがありそうに

思われるO

(b) インナーシティーと地域の諸現象

インナーシティーの語の初山は1961年で都

市内部の 111・くて人口の集[t1する地域をさす語
であった o CWebster's Ninth New Colle-

giate Dictionary) ヨーロッパでは19771ドに

-10 

イギリス環境省が旧市街地の都市衰退地区に

対する政策発表の際にこの語を用いている O

わが[I~Iでも[都心と郊外の間の既成市街地に

おける人LJ・企業の流出にともなう荒廃地域

の問題」をインナーシティー問題と呼んだ。

神戸におけるインナーシティーでは 11'，場

規制 i法」の影響によって，工場や企業が他

地域に転出したため，都市内部の経済力が活

力を失い，手7年層が転出してI高齢者人口比ユキ{

が増加し，更に低所得層の増加，家犀の老朽

化があらわれるなどの都市の哀退現象が認め

られた。

1981年には神戸市都市問題研究所で， この

問題への取り組みがおこなわれ， 1インナーシ
ティー再生のための政策ビジョンJ14)がまとめ
られた。神戸市では1989{ド12月に「神戸市イ

ンナーシティー総合整備基本計画(石間)J 15) 

が策定され，問題地域の改善にむけてのとり

組みを電要課題とした。しかし，大震災によっ

てこの問題は復興計画のなかに組み入れて考

慮されることとなった。

次にインナーシティーにおける諸現象を確

かめるため次の①~④の問題を検討し，地長

被古の程度との関連を考える資料とする。

① 人口の高齢化と高齢名・単独1世帯の分布

1985年における神戸市の65才以上の人口比

率は10.1%であったが， 1990年には11.5%と

高齢化が進行しているo 1990年に，神戸市で

高齢有比率が12%以上の地域は兵庫医，長[11

bくなど西部の漸移地，市の大部分の統計!ぎにあ

らわれている。長田[Xの'11音[)でそれが顕著で
ある O 例えば， CT C統計区) # 605 C番町

北部地以)では，その比率は21.7%に達し，

ほかに20%を超える統計lズが4灰もある O こ

れに対して東部外帯では20%を超える統計以
は見、[iらなし、。このように束部と西部では高

齢化現象に違いが~t:.じている O

大災災の際の神}i rtiの死tí' の年齢構成のr\J;~

füh~誌を見ると 60才"-'90才代の死者は全市の



図 1 国勢統計区
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図2 65歳以上の単身世帯比率 10%以上の統計区-1990年

資料:統計神戸 No.562(1993)神戸市企画調整局企画部総合計画課

死者の67%を占めた(1995年5月1日現在)。

高齢者の居住区と家族構成の関連を確かめる

一つの目安として同居者のない単身の高齢者

がどこに住むのかは，見落とすことのできな

い課題である。そこで1990年時点での65才以

上の単身世帯が10%以上の統計区の分布を

(図-2)に示した。その結果， この指標の

最も大きいクラスターは兵庫区(17.3%)，

長田区(16.3%)にあり，東部では漸移地帯

の外帯よりも内帯に当るところに一つのクラ

スターが見られる。また都心部では旧居留地

とその北の統計区のオフィス街に高齢単身世

帯の数値が高し、。一般に東部で高齢者単身世

帯の比率が西に比べて低い。この現象は神戸
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市の人口移動が若年核家族が既成市街地から

都市縁辺部の住宅市場や新都市域のニュータ

ウンなどへと指向し， 65才以上の高齢者がイ

ンナーシティー地区に滞留する傾向が西部漸

移地帯においてより顕著である。

例えば， C T #605の年齢構造を見ると55

-----59才の層が最も多く， 55才以上の人口比率

はこの統計区で40.4%という高率となってい

るO 新造成地の六甲アイランドでは， 30-----39 

才の層が最も厚く， 55才以上は11%にとどまっ

ているのとは対照的である。

以上のことから漸移地帯の西部外帯では

高齢者単身世帯が多く，東部ではそれが少な

い。灘区や東灘区で、賃貸マンションなどの住

宅市場の選択肢がやや多いことや社宅・官舎

が比較的多い(統計神戸 1993， # 564， p.3)。

などの事情で若年層核家族や学生層の流入が，

区の年齢構造に影響を与えていると推察され

るO

② 事業所と従業者数の変化

漸移地帯での経済的活力の程度は事業所と

従業者数の変化が一つの指標となる。ここで

は1986年-----91年での変化を考察する o (図

3) 

この期間の全市の事業所数は3.6%増，従

業者数では10%の増加が見られるが，地域に

よってその変化にかなりの差が見られる O

都心地区では，一般に増加の傾向が見られ

るo J Rより北の生田・生田神社地区 (CT

#305)で製造業は減少したが，飲食屈に集

中的な増加がある O 葺合・三宮駅南地区

(# 320)ではサービス業，卸小売に大きい増

加が見られる O 旧居留地，生田・港地区

(# 306)では飲食屈が減少し，金融・不動産

のオフィスの増加があるなど，都心地域では

企業種間の立地交替が活発に起こっているO

中央区全体では事業所数は8.2%の増加を見

た。

これに対して西部の事業所数は，長田区で-

2.9%，兵庫区で-5.2%の落ち込みがある O

その内部で，特に低下の著しいのは，兵庫区

では福原地区 (#411)，兵庫駅北周辺地区

(# 419)，入江地区 (#414)，長田区では池

田北部地区(#603)，番町北部地区(#605)， 

御蔵地区(#618)などで，卸売り，小売，

飲食屈の減少が目立ち，製造業がそれに次い

数
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図3 事業所数の変化(1986-91)

資料:統計神戸 NO.560(1993)神戸市企画調整局企画部総合計画課
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で減少しているO 以上をまとめると，阿部で、

は漸移地帯全般に各統計lズで50事業所以上減

少の統計区が広がっているO また*では，灘

医で-3%の落ち込みがあり，住占LIJ部地区

(# 108)に製造業のいちじるしい減少が見ら

れる O

兵庫区の場合は高度技術化への対応や研究

開発機能の更新とともに阿部郊外その他への

工業事業所の移動の影響が著しいものと見ら

れる O それにともない，かつてのアミューズ

メント機能の核心地に小売業，飲食山の減少

が進むなどの連鎖的影響がぶれている O

以上の考察から， 1986'""-'91{fの宇業所の減

少は漸移地帯のいたるところにあらわれてい

るO しかし，都心では，なお一郎でCBD機

能の純化と思われる現象が進み，都市のr!J心

郎の活気は失われてはいないとlbEみ取れるO

漸移地帯における事業所の減少にともない，

従業片数の減少が大きい地区は，十Iti)，-駅i村地

[X: (# 308) や JR鷹取 L財・下歳地!x

(# 308)のような運輸.jJJl {， ~-・製造業などに

よる同地的減少地域と只!市や長川などでの小

光業，サービス業及び製造業の減少した地以

が11<よっている O
以上のように， 宇業所-は既成，U街地の漸移
地市で減少し， l/ 1火|ろ :つの向上人 L品，

，UJヒ部のニュータウンなどでは1V:JJIJした。そ
こでは従業者数もそれに什〈ってlV:JJIJした。

③ 木造低居住℃の分布状況

今[IIJの地長後，建物の倒壊と地反動。地形

パターンとの関述内はn然不Jド戸のI(IIからよく
検，Hされてきた。 他物の L法，形式， Iff史に
|対しては建築 rγ:などのI(!Iからの研究が進み，
今後の防災にかかわる数多くの矢11凡が発ぶさ

れているO

部111住宅学会 l品)では{I:'-(;形式JJilに[-~) i 

~， l~J~_建， Jlf，i]建築(低Ir(i，'11}c(i， ，'，':j}p'i)] 

守;に分類して，その fJJ(}i-IJlを ~Vi~ft した。その

キ/i~t ld.zf.，とJU，i]if低!viの数の、|そ数以上が
令、|そ壊したが， JUi]ffiの'11・，":J}'，Yiの被;ifは比

~ 13 

較的少ないことがわかった。東灘・灘・中央・

兵庫・長旧・須磨などの各[Xの長屋建被災

率 17)は，東灘の84.4%に次いで，須磨76.3%，

灘65.5%と続き，各区ともきわめてI臼l)数値

を示す。また共同低層住宅(1 '""-' 2階)の被

災率では灘が75.9%，東灘が72.0%と向い。

地震時の神戸全市の長尿建と共1li]低層の戸数

は全住宅の25.5%であるO それらの大部分が

木造低層で建物更新が後れている。しかし，

一戸当りの空間は狭いが，家賃が低廉であり，

単身世帯や退職者・高齢者・ Æ~:年勤労-tí- ・学

生の住居として用いられる利便がある O 低)首

共同住宅(1 '""-' 2階)に住む)i数の;iiリ介は全

市住宅戸数の12.2%をItjめ， 13.3%のN:}i{建

よりやや少ない。一般にこの形式のものは

「文化住宅」といわれる木造住℃で， ここに

住む人びとの状況はほぼ長以佳作℃の場介と

類似している O この二つの形式の住吉の¥tt;肝
数の全rfjに対する比率([i4勢l制作による)は

1980年 (32%) 1985 {f (26.9%) 1990 年
(20.7%)と経年的に減少しているものの，

まだrfj全体のがJli分のーの|il:，li?の住まいとなっ

ていたことに注11しなければならない。

ここでは，既成IIj街地における長以往の分

布状況を統計区別に|刻化し，低同共1，i]{ I: '七

(1 '""-' 2階)10%以上の統，il'l>くをそれに'lね
た(関心。これらの住'七の比本が40%以 1--

の統rij-þくは長旧区の市 ;'iI~ に述続して，一つの

クラスターを庁タ戊している O ここでは{~lI'J'iJt

I，i]住宅の本もやや!ない。(ぷ-1 )を作成し，

長川区で長犀ーのliHi?本が40%以 1，-の 7地|ズ
(その内 1lメは39.9%)を， *ì'H~ でその付~if"{ 

がほぼ対照的な東灘lズの 7地|ベをi:i!iび， !it，~日

数，人IJ，長屋建とJll，i]低}rti{t:'-(;の{L'-(;数及

びその比率，高齢人JJ比など、の指標について，

長旧民と東灘区との比較を行なった。その結

果は長lIJの7地|天では1985'""-'1990年のIlUのJIt

倍数，人lJともに各統，itt>(での減少がI1 ¥'r.ち，

長川[X昨jr'}I~ の統，jj-I>くには k}~ffi{L'-(;比率が50
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資料:統計神戸 NO.562(1993)神戸市企画調整局企画部総合計画課

%を大きくこえているものもある。東灘区で

はこのような地区はなく高齢化人口も両地区

での較差は大きし、。これらの指標のみから見

ても，西の長田区にインナーシティー問題が

より顕著であることがわかる。

④ 都市機能の混合

一般に，わが国の大都市では都心地区周辺

部で都市諸機能の混合がおこり，そのため住

環境の悪化を招いている O 神戸の場合も都心

をとりまく漸移地帯にその現象が観察される。

即ち，大正中期頃までに，現在の都心地区周

辺部の内帯では都市の発達過程でCBDにあっ

た零細工業や都心機能が侵入して土地建物の

用途混合がおこった。しかし，外帯(当時の

郊外または郊村)では東部と西部でかかる現

象の発生の時期も要因も異なっている。

ここでは著者が以前から課題としていた東

部の外帯に限って，建物用途による地帯区分

の考察を試みた。

東部では都市形成以前に，農村に既にもた

らされていた商業資本によって酒蔵地帯が形

成されていた。この地帯は現在も付加価値の

高い地場産業地帯として存続している。この

地域における諸機能の混合が発生したのは，

1960年代末から1970年代にかけての都市郊外

での大規模な公的開発の時期に符号する。山

地を削り取ったその土砂で海岸線に沿って東

部第1工区~第4工区の埋立て工事が進み，

山腹・扇状地面では新規の住宅地が造成され

た。この住宅地帯と工業地帯との聞に介在す

る既成市街地には港湾型の工業地帯を補完す

るような中小の企業，殊に物流やサービスな

どの企業が立地するようになり，工業事業所

数も増加した。住宅地の拡大とともに人口増

加が進み，その需要に応ずる近隣商業機能が

発達した。

都市諸機能の混合の様相を知る手掛りとし

て，灘区及び東灘区の統計区別の建物用途混

合率を用い， (図-5a， b)を作成した。そ

の結果，酒蔵地帯は住宅利用が約50%前後で，

工業と商業利用が混合しているが，工業利用

度の方が高い。山麓に近い統計区は住宅利用

80--90%の住宅地域である。酒蔵地帯と新規

の山麓住宅地帯との聞に住宅利用度が40--70

%の帯状の地帯があり，そこでは工業利用よ

り，商業の利用度が高い統計区が目立つO 全

-14-
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図5-a 建物用途による地帯区分(東灘区，灘区)資料:神戸市都市計画基礎調査一1970年
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図5-b 建物利用混合度

資料:神戸市(1975)
「コミュニティーカルテ」東灘区，灘区

体的に海岸で工業的要素が強く，それより上

位の扇状地面で，住・商の混合地域，更に上

位で住宅地帯へと漸移している。この混合度

の変化は，三角座標を用いた(図-5b)に

より明瞭に読みとることができた。

以上の考察から東部漸移地帯外帯の機能混

合は地形改変を伴う画期的開発による住宅地

帯や人工地形の工業専用地帯の出現がひきが

ねとなった現象であり，西部漸移地帯外帯に

おけるゴムなどの零細工業が内帯からの二次

的淘汰によって溢れ出したのとはちがってい

るO

斎藤(1975)7)は地域区分の問題について，

パージェスの理論は生態的コンペティション

(生存競争，自由競争)を基盤として説明し

たもので，自然決定論的な短絡があると指摘

し，地域区分に自然、の改造の諸手段とか，生

産関係をめぐるコンペティションを考慮する

必要があると論じたことは複雑な要素のから

む漸移地帯の地域区分に新しい視野を示した

ものであるO いずれにしても，東部の漸移地

帯外帯においても西部と同様の機能混合が進

行し，いったん発生したこの現象を改善する

のは困難となっている。 1960年代末頃まで白

壁のある酒造地帯には自然、と生産の調和する

景観が見られたが，それ以後，前面の海岸は

工業専用埋立地によって阻まれ，高速道路が

地帯を貫主住環境が悪化した。

むすび

本報告では，阪神大震災の際建造物に大き

い被害のあった都市の漸移地帯がどんなとこ

ろであったかを再検討し，そこにある都市の

内部構造の問題を確かめることを目的とした。

1 .漸移地帯に関連して，都心周辺部，混

合地帯，インナーシティーなどの用語が同一

の地域で多く用いられている O その概念や地

域の画定・構造について多様な見解があり，

共通の認識に達していなし、。しかし， この地

域が都心の外側にあり，機能変動が大きい不

-16-



安定な地域であり，インナーシティー問題の

集積する地域という点では一致している O

2.神戸の長災以前の漸移地帯は，両齢人

r 1による地域の特化，事業所の減少とそれに
伴う雇用の減少，狭小で、更新の後れた木造住

宅の集中と i二地利!日混合による住環境の悪化

など、の社会問題が作イf:したが，それらの改需
にけての課題は都心や郊外に比べて後れをと

り，大長災によって更に明幅された。

3.この版作では*と西のそれぞれの漸移

地帯に異なった地開的社会的構造があること

が理解された。この構造のちがいについての

系統的な研究は少ない。この研究を深めるこ

とによって地域に応じた只体的対策も'1:.まれ

るであろう O 出作地，l;?の地域性を生かした[JLj

のゴム・ケミカルシューズ工業地市の復興対

策は活発に検，;'Jされているが，神戸リiと，Ij以
との協rr ijによる新しい構想による地場産業を

再建するなど，優先的戦時を実施することが

望まれる O それには行年労働ノJを吸引するよ
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